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講義の目的

経済循環図を利用して，お金の「流れ」からみた「経済」の全体像と
「規模」について理解する。

「経済」を理解・整理するための言葉の意味を知る。

経済循環図を利用して，どのようなときに「経済の規模」が拡大・縮
小・決定するのかを理解する。

keywords: 経済循環，投入，産出，生産要素，中間財・サービス，所得，
消費，貯蓄，投資，フロー，ストック，政府支出，租税，国債，民間
貯蓄，公的貯蓄，民間投資，公的投資
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「マンキュー入門経済学［第3版］」pp.32-38, 262-287

「経済学への招待」pp.1-10, 88-91

2



お金と物・人の流れ：より単純化された経済循環図
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【言葉の定義】
便宜上，入ってくる金額を「収入」，出ていく金額を「支出」とよぶことに

する。



経済活動と経済循環：キーワード

経済活動
財・サービスを消費したり，生産したり，取引したりすること。

経済主体
経済活動の単位を示す：家計，企業，政府

経済循環図
ある一定期間における「経済主体」の「経済活動」を単純化して示したも
の。

財・サービス市場（所有権の移転）
家計：さまざまな生産物やサービスを買う

企業：さまざまな生産物やサービスを売る

生産要素市場（所有権は移転しない，使用権を売買している）
家計：労働，資本，土地などを企業に貸す

企業：労働，資本，土地などを家計から借りる
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企業の行動：投入と産出
投入（労働，資本，土地の使用権を購入，中間財・サービスの購入）

労働者を雇う
土地やオフィスを買う・借りる
銀行から融資を受ける，株式や社債を発行する
工場やオフィスで利用する（他の企業が生産した）設備や備品を買う・借
りる
（他の企業が生産した）中間財・サービスを購入する

産出（売上 = 生産された財・サービスの価値）
財・サービスを生産して販売する

企業の生産活動
産出

家計

投入
他の企業

労働，土地，資本

家計

他の企業

中間財・サービス：原材料，燃料，仕入れ品
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企業の投入物

生産要素
労働，土地（生産することができない投入物）
資本（生産することができる投入物であり，長期間に渡って使用されるもの）

• 道具，機械，工場，オフィス（物的資本）。または資金そのもの（金融資本）。労働者の教
育程度や能力（人的資本）。

中間財・サービス
生産することができる投入物のうち短期間の経済活動で使い切ってしまうもの
（原材料，燃料，仕入れ品など）

例 自動車製造業の場合：車体，エンジン，タイヤなどの多くの部品

床屋の場合：シャンプー，整髪剤など

投入物の分類

生産することができない
労働

生産要素
投入物

土地

生産することができる
資本
中間投入物



*付加価値（例. 床屋の投入と産出）

例. 個人経営の床屋（従業員2名 = 自分1名とアルバイト1名，建物を借りて
開業している）

売上：年間700万円 生産された財・サービスの価値

経費
自分の給与： 300万円 （労働投入の対価）

アルバイト給与： 200万円 （労働投入の対価）

建物賃貸料： 100万円 （資本投入の対価）

水道光熱費： 50万円 （中間投入物の対価）

宣伝広告費： 50万円 （中間投入物の対価）

付加価値：生産された財・サービスの価値から中間財・サービスの価
値を差し引いた値（700−100 = 600万円）

生産要素対価の合計（300 + 200 + 100 = 600万円）と付加価値の金額は
等しい 生み出された付加価値は誰かの「所得」になっている。
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生産要素使用の対価と生産要素市場

生産要素使用の対価：賃金，地代，レンタル料，利息・利子，配当な
ど

借りる＝一定期間使用する権利（使用権）を購入すること。

労働の使用権の購入 賃金

土地の使用権の購入 地代

資本の使用権の購入

• 物的資本 コピー機のレンタル料金，オフィスの賃貸料など

• 金融資本 金融機関からの借入（利息），社債の発行（利息）

株式を発行して資金調達（配当）

生産要素市場
労働市場，土地市場，資本市場



生産要素使用の対価の内訳 [%]
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生産要素の中では労働への対価（人件費）が最も高い割合を占めている。

従業員給与・賞与 営業利益
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家計の収入：所得
家計は，消費と貯蓄を行う主体であると同時に，労働，土地，資本など
「生産要素の使用権」の所有者である。

労働サービス使用権の提供 賃金
土地サービス使用権の提供 地代
資本サービス使用権の提供：

• 定期預金からの利息・利子
• 株式購入による利潤配当
• 特許料 など

生産要素提供の対価として，家計が獲得する収入のことをまとめて
「所得」とよぶ。
あらゆる経済活動の生産要素の対価の合計（＝付加価値）は，すべて
の家計の「所得」の合計になっている。
付加価値とは所得を別の側面から見たものになっている。

所得
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所得と消費・貯蓄

所得 消費と貯蓄
可処分所得 390,292 消費 295,494

貯蓄 94,798
税金・社会保険料 74,373 税金・社会保険料 74,373
合計 464,665 464,665

データ出所：「家計調査」総務省

消費の内訳 295,494 
食料 64,272 
住居 16,794 
光熱・水道 27,787 
家具・家事用品 7,463 
被服及び履物 10,429 
保健医療 10,819 
交通・通信 46,223 
教育 19,400 
教養娯楽 29,522 
その他の消費支出 62,785 

可処分所得 ＝所得－税金・社会保険料
貯蓄＝可処分所得のうち消費しなかった金額
貯蓄の内訳：銀行預金・郵便貯金，有価証券，
保険・年金準備金，住宅や車のローン返済など

消費性向 = 消費
可処分所得

,
, = 0.76

貯蓄率 = 貯蓄
可処分所得

,
, = 0.24

■ある家計の1ヶ月の消費と貯蓄（世帯主の年齢45-49歳の平均）



1世帯当たり消費と貯蓄の推移
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13

貯蓄と投資

経済学における「貯蓄」の概念
ある一定期間の可処分所得のうち消費しなかった金額を家計の「貯蓄」と
よぶ

• 銀行に預ける，借入金（ローン）の返済に充てる，株に投資をする。
ある一定期間で得られた利益のうち設備の購入代金や株主への分配金に充
てられなかった金額を企業の「貯蓄」とよぶ。

• 銀行に預ける，借入金（ローン）の返済に充てる，株に投資をする。
経済学における「投資」の概念

企業が銀行からの融資（間接金融）や株式・社債の発行で得た資金（直接
金融）を元に，

• 工場に新しい設備を導入する
• 運転資金にして従業員の給与に充てる
• コンピューター・サーバーをレンタルする ことなど

家計が銀行からの融資で得た資金を元に，
• 住宅や車を購入する

貯蓄と投資の間に「金融」がある
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フローとストック

日付 お支払い金額 お預かり金額 摘要 残高

07/06 18,773 ○○カ－ド 500,000 
07/15 200 利息 500,200 
08/01 250,000 給与 750,200 
08/02 7,540 公共料金 742,660 
08/02 210 テスウリヨウ 742,450 

フローデータ
一定期間の間に生じる量

ストックデータ
その時点までに存在する量

（累積した量）

貯蓄残高

経済循環図はフローデータを扱っている



生産要素市場におけるお金とモノ・人の流れ
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お金の流れ

モノ・人の流れ

労働市場

土地市場

支出

家計

収入

資本市場

生産要素市場

企業

貯蓄投資

所得

賃金，地代，利子，配当など

家計は生産要素（労働，土地，資本）を企業に提供して所得を得る。
企業は生産要素を生産活動に投入して財・サービスを産出する。
（省略しているが）企業間で中間投入財・サービスの売買も行われている。

貯蓄 投資

支出

支出

収入

収入



家計と企業の貯蓄
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出所： 内閣府『国民経済計算』

【家計の貯蓄】
1990年代後半から漸減傾向にあった。
（所得が減って，消費が増えたことが
原因）
2008年以降，リーマンショックによる
賃金の低下，超低金利政策による利子
所得の低下によって急激に下がった。
2016年時点でも，リーマンショック前
（2007年）の水準を回復していない。

【企業の貯蓄】
バブル経済崩壊以後（1990年代前半），
過剰債務を圧縮するために余剰資金を
返済に充てていたので貯蓄が増大した。
リーマンショック以後，超低金利政策
によって，利子の支払いが縮小し，法
人税の減税によって貯蓄が増大した。
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単純化された経済循環図（お金の流れだけに注目）

家計企業

財・サービス市場

生産要素市場

お金の流れ

消費 C

所得 Y

貯蓄 S投資 I

↓ [4] 支出

↓ [5] 収入

[1] 収入 ↑

[2] 支出 ↑

↓ [3] 支出↑ [6]収入

単純化の想定
家計だけが貯蓄を行うものとする。
税・社会保険はないものとする（政府はない）。
企業間の取引は明示しない。



支出と収入の整理

[1]. 収入：全家計が受け取った金額（所得）Y

[2]. 支出：全家計が支払った消費 C

[3]. 支出：全家計の支払った貯蓄 S

[4]. 支出：全企業が支払った金額（所得）Y

[5]. 収入：全企業が受け取った消費 C

[6]. 収入：全企業が受け取った投資 I
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消費: Consumption

貯蓄: Saiving

投資: Invetment

家計は生産要素を供給して得た「所得」Y を「消費」C と「貯
蓄」S に振り向ける。
企業は財・サービス市場で得た収入（「消費」C）と「投資」 I
を元に家計への「所得」Y として支出する。

= +

= +

家計サイドの収支

企業サイドの収支



経済規模（所得の大きさ）の決定 (1)
家計と企業の収支

家計： 1 = 2 + 3
企業： 4 = 5 + 6

ある一定期間において，家計が受け取った所得 [1] と企業が支払った
所得 [4] が同じならば，家計が支払った金額と企業が受け取った金額
は等しくなるので，

消費 + 貯蓄 = 消費 + 投資
⇔

貯蓄 = 投資
が成立する（貯蓄されたものは，必ずどこかに投資されている）。
すなわち，貯蓄と投資が等しいとき，経済の規模（所得 の大きさ）
が決まる。一般には，経済の規模をGDP（国内総生産）という概念で表
現する。

19

受け取った金額 支払った金額

受け取った金額支払った金額
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経済循環の数値例 (1)

生産要素市場

財・サービス市場

資本市場

家計企業
Y = 100

C = 60

S = 40

C + I = 100

I = 40

C = 60

お金の流れ

所得: Y
消費: Consumption

貯蓄: Saiving

投資: Invetment

労働市場

土地市場



経済規模の拡大と縮小
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銀行から企業への貸し出し
（投資 I ）が増えると，生産要
素市場を通じて，家計に入る所
得 Y が増える。

1. 所得 Y が増えると，消費 C 
と貯蓄 S が増える。

2. 消費 C が増えると，企業の
収入が増える。

3. 企業の収入が増えると，家
計に入る所得 Y が増える。

4. 1に戻る
経済の規模は拡大する

銀行から企業への貸し出し
（投資 I ）が減ると，生産要素
市場を通じて，家計に入る所得
Y が減る。

1. 所得 Y が減ると，消費 C と
貯蓄 S が減る。

2. 消費 C が減ると，企業の収
入が減る。

3. 企業の収入が減ると，家計
に入る所得 Y が減る。

4. 1に戻る
経済の規模は縮小する

【重要】企業の投資は経済規模に大きな影響を与えている。



経済規模

1国の経済規模を表す代表的な指標として国内総生産 (GDP) がある。

国内総生産 (Gross Domestic Product; GDP)
一定期間内（1年間や四半期間）に国内で生み出された「付加価値」の総額

生産（どれだけ作ったか），所得（どれだけ稼いだか），支出（どれだけ
支払ったか）の3つの側面から見ることができる。

2018年の日本のGDP: 548兆円

国民1人当たり 434万円

1世帯あたり 1,028万円

就業者1人当たり 823万円

22



1人当たりGDPの比較
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順位 国名 1人当たり
GDP（ドル）

順位 国名 1人当たり
GDP（ドル）

順位 国名 1人当たり
GDP（ドル）

1 Luxembourg 104,095 71 Russia ** 8,946 151 Ivory Coast. 1,466 
2 Switzerland 80,346 72 Brazil ** 8,727 152 Pakistan ** 1,441 
3 Norway 70,553 73 Mexico ** 8,562 153 Bangladesh ** 1,414 
4 Macao SAR 69,559 74 Dominica 8,220 154 Cambodia 1,278 
5 Ireland 64,782 75 China ** 8,123 155 Zambia 1,257 
6 Iceland 59,629 76 Nauru 7,824 156 Mauritania 1,247 
7 Qatar 59,514 77 Venezuela 7,620 157 Cameroon 1,238 
8 United States ** 57,608 78 Kazakhstan 7,456 158 Myanmar 1,232 
9 Denmark 53,745 79 Gabon 7,453 159 Lesotho 1,179 
10 Singapore 52,961 80 Bulgaria 7,377 160 Zimbabwe 1,112 
11 Australia 51,737 81 Botswana 7,227 161 Kyrgyz Rep. 1,073 
12 Sweden 51,125 82 Dominican Rep. 7,114 162 Tanzania 980 
13 San Marino 46,433 83 SVG 6,992 163 Senegal 943 
14 Netherlands 45,658 84 Montenegro 6,707 164 Yemen 938 
15 Austria 44,233 85 Turkmenistan 6,622 165 Chad 852 
16 Hong Kong SAR 43,561 86 Suriname 6,430 166 Eritrea 823 
17 Finland 43,482 87 Peru 6,204 167 Tajikistan 800 
18 Canada 42,225 88 Ecuador 5,917 168 Ethiopia 795 
19 Germany * 42,177 89 Thailand * 5,902 169 Benin 771 
20 Belgium 41,248 90 Colombia 5,792 170 Mali 768 
21 United Kingdom * 40,050 91 Jordan 5,549 171 Haiti 759 
22 Japan ** 38,883 92 Fiji 5,357 172 Comoros 745 
23 New Zealand 38,278 93 Serbia 5,348 173 Nepal 733 
24 France * 38,178 94 South Africa 5,302 174 Rwanda 729 
25 Israel 37,192 95 FYR Macedonia 5,264 175 Guinea-Bissau 692 

順位 1-25位 順位 71-95位 順位 151-175位

IMF - World Economic Outlook Databases
* 人口1000万人以上1億人未満

** 人口1億人以上



投資の変動と経済成長 (1)
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経済成長率 = GDP 1年間の変化率（前年に比べて何%増えたか・減ったか）
出所：内閣府『国民経済計算』

設備投資変動率 経済成長率
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投資の変動と経済成長 (2)
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経済規模の拡大

経済規模の縮小

投資の増大投資の減少
出所：内閣府『国民経済計算』
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政府の行動
政府から市場へ： 政府支出

公共財・サービス：民間経済（市場）に任せておいても提供されない（さ
れにくい）もの。外交，橋，灯台，道路，国防など。
社会保障：児童，高齢社，障碍者への手当。生活保護。医療（国民皆保険
制度）。失業，労災のための給付。
企業への補助金・助成金（政策の誘導）

市場から政府へ：徴税
企業，家計からの租税収入
国債*の発行：資本市場からの資金調達

• 公共事業や財政赤字補填のための国債
• 家計や企業が国債を購入する。
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単純化された経済循環図（お金の流れだけに注目）

家計企業

財・サービス市場

生産要素市場

お金の流れ

消費 C

所得 Y

貯蓄 S投資 I

↓ [4] 支出

↓ [5] 収入

↑ [1] 収入

↑ [2] 支出

↓ [3] 支出↑収入 [6]

政府支出 G

租税 T1

政府

租税 T2

所得 Y

→ [8] 支出 ← [7] 支出

↑ [9] 支出

政府支出: Government Expenditure
租税: Tax ，国債は省略

( C + G)

単純化の想定
家計だけが貯蓄を行うものとする。
社会保障や補助金はないものとする。
国債の発行・購入はないものとする。
企業間の取引は明示しない。



支出と収入

[1]. 収入：全家計が受け取った金額（所得）Y

[2]. 支出：全家計が支払った消費 C

[3]. 支出：全家計が支払った貯蓄 S

*[7]. 支出：全家計が支払った租税 T1

[4]. 支出：全企業が支払った所得 Y

*[8]. 支出：全企業が支払った租税 T2

[5]. 収入：全企業が受け取った金額（消費）C

[6]. 収入：全企業が受け取った金額（投資）I

*[9]. 収入：全企業が受け取った金額（政府支出）G
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租税: Tax

政府支出: Government Expenditure

= + +

+ = + +

家計サイドの収支

企業サイドの収支



経済規模（所得の大きさ）の決定 (2)
家計と企業の収支

家計： ⏞ = + +
企業： ⏟ = + + −

ある一定期間において，家計が受け取った所得 と企業が支払った所
得 が同じならば，家計が支払った金額と企業が受け取った金額は等
しくなるので，

消費 +貯蓄 +租税 = 消費 +投資 +政府支出 −租税
⇔

貯蓄 + 租税 +  = 投資 + 政府支出

が成立する（貯蓄されたものは，必ずどこかに投資されている）。
すなわち，貯蓄（民＋公）と投資（民＋公）が等しいとき，経済の規
模（所得 の大きさ）が決まる。
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受け取った金額 支払った金額

受け取った金額支払った金額

民間貯蓄 公的貯蓄 民間投資 公共投資
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経済循環の数値例2

財・サービス市場

家計企業

Y = 100

C = 60

S = 30

Y = 100

I = 30

C + G = 80

政府
T1 = 10

G = 20

生産要素市場

T2 = 10



まとめ
経済循環図は，ある一定期間における「経済主体」の「経済活動」を単純化して示
している。

企業の経済活動は投入と産出に集約できる。投入物は生産要素と中間財・サービス
である。

家計の経済活動は生産要素の供給と財・サービスの需要に集約できる。生産要素を
供給することで所得が発生して，消費と貯蓄に振り向けられる。

可処分所得のうち消費されなかった金額のことを貯蓄とよぶ。したがって株式への
投資は貯蓄である。

経済循環図において，全家計が受け取った所得と全企業が支払った所得が同じなら
ば，全家計が支払った金額と全企業が受け取った金額は等しくなるので，貯蓄と投
資が等しくなる。つまり，貯蓄と投資が等しくなるように所得（経済の規模）が決
定されている。

一国経済の規模を表す代表的な指標として GDP がある。

投資（特に民間企業の設備投資）が増える（減る）と，経済規模は拡大（縮小）す
る。企業の設備投資変動率と経済成長率は正の相関をもっている。
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経済循環：お金の流れ

家計企業

海外の財・サービス市場 お金の流れ

消費 C

所得 Y

貯蓄 S1投資 I1

政府支出 G

租税 T1

生産要素市場

政府

国債 B

租税 T2

(C + G + X − M)

所得 Y

財・サービス市場

輸出 X 輸入 M
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補助金 U2
社会保障 U1

貯蓄 S2 投資 I2


